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判決要旨（控訴棄却）
（一部補正後の原審引用部分）

被告は、本件事業計画決定は、行訴法 3 条にいう処分とはいえないから、

取消訴訟の対象とはならないと主張する。

確かに、本件のような第一種市街地再開発事業計画の決定については、都

再法 6条 2項により都計法69条、70条の適用が排除され、土収法の適用がな

いから、土収法上の事業認定に伴う土地収用権の付与といった法的効果は発

生しない。

しかし、第一種市街地再開発事業においては、施行区域内の宅地所有者等

の権利者は、事業計画決定の公告後30日以内に、施行者に対し、権利変換又

は新たな借家権の取得を希望しない旨申し出ることにより、他へ転出して権

利変換計画の対象者から除外されるか否かの選択を余儀なくされる（都再法

71条）。そして、この段階では、施行区域内に建築される再開発ビルその他

の施設、道路などの概要が具体化し、そこで展開されることになる営業や住

居環境等をある程度予測することも可能になるのであるから、この選択を迫

ることもあながち不当なこととはいえないが、このように、事業計画決定

は、その公告により、施行区域内の宅地所有者等の権利者の法的地位をこの

限度で変動させる効果を有するものといえる。しかも事業計画が適法として

施行されることになるのであれば、権利変換処分を希望せず、他へ転出した

いと考える権利者にとっては、この段階で事業計画決定の効力を争うことが

できるのでなければ争う実益がないことにもなりかねない。そうすると、事

業計画決定自体の処分性を認め、この決定についての取消訴訟を認めるのが

相当である。

解　説
1 　本事例は、地方公共団体施行の第一種市街地再開発事業の事業計画決定

が抗告訴訟の対象となる行政処分に当たるかが争われた事案である。

この点に関し、下級審の裁判例は、処分性を肯定するもの（福岡地決昭和

第 2編　各　論　第 3章　組合設立の認可
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【事例 3 ‒ 1 】
福岡高判平成 5・ 6・29行集44巻 6 ＝ 7 号514頁〔27817052〕（原審：福
岡地判平成 2・10・25行集41巻10号1659頁〔27808980〕）
第一種市街地再開発事業の事業計画決定に処分性を認めた事例
（参照条文：行訴法 3条 2項、都再法51条、54条、71条）

事案の概要
市が地方公共団体施行の第一種市街地再開発事業を計画し、都市計画決定

を行った。その後、市は、事業計画における設計の概要につき県知事の認可

を得て、事業計画の決定を行ってその公告をなした。事業計画の施行地区内

に土地建物の所有権を有していた者（関係権利者）らは、事業計画が都再法

等に違反すると主張して事業計画決定の取消し等を求め、訴訟を提起した。

原審は、第一種市街地再開発事業の事業計画決定に処分性を認め、その事

業計画決定に違法はないとして、請求を棄却した（なお、施行地区内に財産権

ないし財産的利益を有しない者は原告適格がないとして訴えを却下した）。

関係権利者はこれを不服として控訴した。

争点と当事者の主張
［争点］　第一種市街地再開発事業の事業計画決定に処分性が認められるか

［当事者の主張］

関係権利者（原告・控訴人）：第一種市街地再開発事業の事業計画決定には、

処分性が認められる。

施行者（被告・被控訴人）：事業計画決定は、施行地区を特定して設計の概

要、事業施行期間及び資金計画について一般的抽象的に決定するもの

であり、特定個人に対する具体的処分ではないから、処分性はない。
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連して必要な都市計画の変更を行う場合も含まれる）には、その都市計画に適

合するように定め、適正な配置及び規模の道路、公園その他の公共施設を

備えた良好な都市環境のものとなるように定めること

このように都市計画の総合性・一体性を確保するよう、次の図のような都

市計画の体系を踏まえ、総合的な観点から判断される（都市計画制度の運用に

関して、国土交通省の「第13版　都市計画運用指針（令和 7年 3月）」参照）。

 （筆者作成）
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